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序     文 
 

ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）における道路整備は、海外からの資金協

力によって幹線道路を中心として急速に進められてきましたが、地方道の整備など引き続き大き

な努力が必要でした。道路整備公社等建設事業者は新型の道路建設機械を導入して建設効率の向

上を進めていますが、運転、修理、維持管理等を行う技術者の不足により、それら建設機械が最

大限に活用されていない状況にありました。一方、技術者の養成・訓練を担う訓練校は旧式の機

材しか所有しておらず、新型の機材にかかわる訓練を行う能力もほとんどない状況でした。国内

唯一の全国レベルの道路建設技術者養成機関である第１交通技術訓練校（TTPS1)ですら、実施体
制・設備の不備によって十分な技術者を養成することができない状況でした。 

なお、TTPS1は2004年11月に工業高校に格上げし、名称を第１中央運輸工業高校（CTHS1）に改
めた。 

 

このため、ベトナム政府はTTPS1の訓練能力の向上を目的として、無償資金協力を要請するとと
もに、技術協力プロジェクトの実施を要請しました。これを受けて、独立行政法人国際協力機構

は2001年１月から５年間の計画で技術協力プロジェクト「道路建設技術者養成計画」を実施する

ことにしました。 

 

今般、プロジェクトの終了を2006年１月に控え、これまでの活動実績の確認、目標達成度の評

価を行い、本プロジェクトを評価するとともに、今後の活動への提言を取りまとめるため、2005

年10月10日から26日まで独立行政法人国際協力機構ベトナム事務所長・菊地文夫を総括とする終

了時評価調査を実施しました。 

 

本報告書は、同調査の調査・協議結果を取りまとめたものであり、今後の国際協力活動の進展

に広く利用されることを願うものであります。 

 

終わりに、これまで本プロジェクトの実施に当たり、ご協力いただいた内外の関係各機関の方々

に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成17年11月 

 

独立行政法人国際協力機構 
ベトナム事務所長 菊地 文夫 
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評価結果要約表 
 

Ⅰ．案件の概要 

国名：ベトナム社会主義共和国 案件名：道路建設技術者養成計画 

分野：運輸交通（道路） 援助形態：プロジェクト方式技術協力 

所轄部署：ベトナム事務所 

社会開発部運輸交通第１チーム 

協力金額（評価時点）：約7.2億円 

R/D：2000年９月22日 先方実施機関：交通運輸省第１交通技術訓練校

(第１中央運輸工業高校に昇格) 

日本側協力機関：国土交通省 

協力期間 

プロジェクト期間： 

2001年１月22日～2006年１月21日 他の関連協力： 

・無償資金協力：第１交通技術訓練校整備計画

(2000年) 

・開発調査：運輸交通開発戦略調査 

(1999～2000年) 

１．協力の背景と概要 

ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）では、第６次５カ年計画（1996～2000

年）において公共事業投資のうち、運輸部門への重点配分（37.9％）、特に道路整備には運輸部

門の83.1％の投入が計画されている。また、JICA開発調査で策定した全国の運輸交通開発戦略
においても輸送能力を高めるための幹線道路網の整備が目標に掲げられているなど、道路建設

・保守は経済発展のための重要な課題となっており、そのために道路建設技術者の養成は急務

となっている。 

ベトナムにおける道路整備は、海外からの資金協力によって幹線道路を中心として急速に進

められているが、地方道の整備等引き続き大きな努力が必要である。道路整備公社等建設事業

者は新型の道路建設機械を導入して建設効率の向上を進めているが、運転、修理、維持管理等

を行う技術者の不足により、それら建設機械が最大限に活用されていない状況にある。一方、

技術者の養成・訓練を担う訓練校は旧式の機材しか所有しておらず、新型の機材にかかわる訓

練を行う能力もほとんどない状況であった。国内唯一の全国レベルの道路建設技術者養成機関

である第１交通技術訓練校（Transport Technical and Professional School No.1：TTPS1）ですら、
実施体制・設備の不備によって十分な技術者を養成することができない状況であった。このた

め、ベトナム政府はTTPS1の訓練能力の向上を目的とした無償資金協力を要請するとともに、
本技術協力プロジェクトに係る要請を提出した。 

本プロジェクトはTTPS1において現役道路建設技術者の再訓練コース（オペレーター、メカ
ニック、道路施工管理・道路材料試験）の新設を行うとともに、既存の一般訓練コース（オペ

レーター、メカニック、道路施工管理・道路材料試験）の改善を行い、訓練の質を向上させ、

訓練生の技術水準を高めることをプロジェクト目標として2000年９月22日にR/Dを署名・交換
し、2001年１月22日に開始された。 

なお、TTPS1は2004年11月に工業高校に格上げし、名称を第１中央運輸工業高校（Central 
Transport Technical High School No.1：CTHS1）に改めた。 
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２．協力内容（中間評価時） 

（１）上位目標 

TTPS1（CTHS1）がベトナムにおいて道路建設技術者養成のモデル校になる。 
ベトナムの道路建設技術者の技能が向上する。 

（２）プロジェクト目標 

CTHS1の訓練能力が向上する。 
（３）成果 

１）施設・機材が整備・近代化される。 

２）教員の能力が向上する。 

３）再訓練コースが確立する。 

４）一般訓練コースの質が向上する。 

５）CTHS1の学校運営や訓練企画の能力が向上する。 
（４）投入（評価時点） 

＜日本側＞ 

・長期専門家派遣 ８名 

・短期専門家派遣 11名 

・研究員受け入れ 28名 

・機材供与 約６億1,500万円 
・ローカルコスト負担 約4,997万円 

＜ベトナム側＞ 

・カウンターパート（C/P）配置  27名 
・土地・施設提供 CTHS1 
・ローカルコスト負担  約136億ベトナムドン（VDN） 

Ⅱ．評価調査団の概要 

総括／団長 菊地 文夫 JICAベトナム事務所 所長 

道路建設技術 山下 尚 国土交通省九州地方整備局企画部 施行企画課長 

評価計画 小森 克俊 JICAベトナム事務所 所員 

調査者 

評価分析 伊藤 友見 (財)日本経済研究所 国際局上級研究員 

調査期間 2005年10月10日～26日 評価種類：終了時評価 

Ⅲ．評価結果の概要 

１．結果の要約 

１－１ 実 績（各成果の達成状況） 

機材供与のほとんどは既に終了しており、適切に管理が行われ、再訓練・一般訓練コースの

両方で有効に活用されている（成果１「施設・機材が整備・近代化される」）。中古の機材を供

与し、学校が自らメインテナンスをしながらの利用となっているものの、主要機材群（ブルド

ーザー、エキスカベーターなど）３組以上と、最低１台のクレーンとトレーラーが常に利用可

能となっている。機械１台当たり学生数も2005年上半期実施ではオペレーター再訓練コースで

８人/１台、メカニック再訓練コースでは９人/１台と改善している（プロジェクト開始前、オ

ペレーター40人/１台、メカニック15～20人/１台）。実習時間についてはシラバスにおいてオペ 
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レーターコース169.75時間、メカニックコース168時間が確保されている。材料コースの機材は

すべて良好な状態で管理されている。 

 

プロジェクト活動及び専門家からの技術移転を通じて、教員の訓練能力は改善している（成

果２「教員の能力が向上する」）。C/Pは自分の担当する新しい機材すべての操作が可能である。
また、すべての教員が資格基準を満たしている。さらに、自己評価及び副校長の評価によれば、

それぞれの分野において、多くのC/Pが自分自身で訓練企画・実施ができるようになっている。 

再訓練コースについては、終了時評価までに961名が修了している（成果３「再訓練コースが

確立する」）。２ヶ月コースへの需要はプロジェクト期間前半以降減少しているが、プロジェク

トでは企業のニーズに合わせ２週間コースを設置し、多くの修了者を輩出している。オペレー

ターとメカニックについては、それぞれカリキュラム、シラバス、教材が整備されている。道

路材料試験（2003年１月の中間評価調査において道路施工管理・道路材料試験を道路材料試験

に変更）については、当分野がベトナムではまだ新しい分野であり、４級資格もないことから、

再訓練コースとしては整備されていないが、２週間のコースとしてカリキュラム、シラバス、

教材は整備されている。近代機械に関する卒業生への公的資格付与については、オペレーター

・メカニック両方の再訓練コースで100％であった。道路材料試験のニーズ報告書は2003年作成

済みである。道路材料試験基準についてはプロジェクト期間内の完成が予定されている。 

一般訓練コースの質は改善している（成果４「一般訓練コースの質が向上する」）。オペレー

ター・メカニックコースについては、アドバンス、アップグレードコースが設置され、カリキ

ュラム、シラバス、教材が整備されている。道路材料試験コースについては、アドバンスコー

ス、既存の一般訓練コースについて、カリキュラム、シラバス、教材が整備され、実施されて

いる。アップグレードコース及び道路材料試験アドバンスコース修了者のうち62.7％が

「GOOD」以上の成績を収めている。卒業時４級取得者は、546名〔内訳：オペレーターコース
496名(うち44名は2005年11月取得見込み）、メカニックコース50名(そのうち、48名が2006年２

月卒業見込み）〕に達している。 

なお、一般訓練コースの関連では、職業訓練総局（General Department of Vocational Training：
GDVT）の要請に応じて、プロジェクトでは全国標準改訂カリキュラム（案）を上記３分野に
おいて作成し、提出済み（2003年）であるが、GDVTの承認には追加的に要件を満たす必要が
あり、改訂カリキュラムの承認は下りていない段階である。また、必要となるシラバスやテキ

ストの改訂作業への準備が一部開始されている。 

学校運営や訓練企画能力については、その向上のための努力が行われ向上しているものの、

一層の改善が必要な状況である（成果５「CTHS1の学校運営や訓練企画の能力が向上する」）。
ニーズ調査は年２～３度実施されているが、文書化はされていない。訓練生募集の情報につい

ては、パンフレットを作成し、外部会議で宣伝をし、卒業生を通して広報活動を行っている。

卒業生の就職情報などについては、2003年以後、把握割合が低いままである。一般訓練コース

（アップグレードコース）及び再訓練コースでは、終了時にアンケートを実施し、コース評価

が行われている。建設機械・部品管理用ソフトのデータ入力が2004年より開始され、データベ

ースが完成している。 
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１－２ ５項目評価の要約 

（１）妥当性 

妥当性は高いと評価される。 

プロジェクトの上位目標と目標は、ベトナムの開発政策「社会経済開発５カ年計画

（2001-2005）」、及び日本の政策「対ベトナム国別援助計画（2000年、2004年）」と合致し

ている。「2020年に向けたベトナム通信・運輸開発戦略」においては、同分野の人材育成に

ついて「職業技能・能力向上を目的とした、管理職及び技術者に対する訓練・再訓練プロ

グラムの実施」、及び「訓練の形態の多様化」を掲げていることから、ターゲットグループ

の選定も適切であったといえる。交通運輸省（Ministry of Transport：MOT）は2000～2005
年の交通建設部門の平均年間人材育成計画として、年5,000人のワーカー育成を計画してい
るが、同国の主要道路建設技術者の育成機関であるCTHS1においては、企業のニーズに合
った人材育成を行うため、機材の老朽化・不足への対応やテキストなど指導内容の改善を

必要としていた。現在、卒業生雇用企業及び既存受講生の満足度も高かったことから、ベ

トナム側ニーズとの整合性も認められる。 

 

（２）有効性 

有効性は高いと評価される。 

プロジェクト目標は概ね達成されており、１から５までの成果はプロジェクト目標に貢

献している。供与された機材は訓練に活用され、適切に維持・管理されている。再訓練コ

ースのカリキュラム等が整備され、オペレーターコースとメカニックコースについては再

訓練コースが実施されている。一般訓練コースにおいて、オペレーターコースとメカニッ

クコースでは、受講生の４級取得が可能となっている。道路材料試験コースについては、

アドバンスコースのほか、従来外部に委託していた部分（室内道路材料試験）の研修が実

施可能となっている。C/Pの訓練企画・運営能力が高まり、本プロジェクトで整備された機
材や教材などの効果的な活用が可能になっている。さらに学校の運営・管理能力がプロジ

ェクト開始前と比べ高まっている。 

 

（３）効率性 

投入は成果に比して概ね適正であったと評価される。 

専門家派遣については、派遣のタイミングの不適正による問題（専門家不在の空白期間

を他の専門家が兼任し、予定業務の取り組みに遅れが生じた）が指摘されている。機材に

ついては、中古機材の導入が認められたことにより、現地調達によりプロジェクト開始４

ヶ月後には訓練開始が可能になった。また現場で発生する故障と同じ故障の修理を実習で

体験可能なため、訓練内容から見ても効果的であった。研修員受入れについては、C/Pの知
識習得などの面で効果があり、概ね適正に実施された。ベトナム側C/P配置については、一
部C/Pの交代があったものの、概ね適正であった。 
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（４）インパクト 

１）上位目標達成に向けたインパクトの発現 

CTHS1内外で正のインパクトが見られている。MOT傘下29校とその他10校において、
CTHS1で作成した教材などが使用されており、さらに現在GDVTの要請に応じて作成し
た全国標準カリキュラムがGDVTに提出されている。今後必要な要件を満足させてGDVT
からこのカリキュラムが承認されれば、このカリキュラムに沿って改訂される教材が

MOT傘下以外の他校でも使用され、「モデル校になる」という上位目標が達成される可
能性は高い。 

２）その他のインパクト 

CTHS1内では、C/Pから他の講師への知識の普及や、既存一般訓練コースでの新機材
活用などが行われているなど、正のインパクトが見られている。一方、負のインパクト

としては、生徒数増加によって、教材・教員が不足し、訓練の質が低下することが懸念

されたが、実際のコース運営での影響はなかった。 

 

（５）自立発展性 

自立発展性は概ね高いと評価される。 

政策面では、MOT及びGDVTより継続支援が表明されている。組織面では、CTHS1には、
機材・設備、教材、人材が備わっており、さらに成果５を達成するための活動を通して学

校運営・管理能力は向上してきているが、企業のニーズ把握、企業との関係強化など広報

活動において更に積極的な取り組みが必要である。財政面では、特に機材の修理・部品代

の確保が重要である。MOTより継続的な支援が表明されており、また、CTHS1としても一
定の予算を見込んでいるが、しかし、今後の発生する故障等に備えて、OJT（On-the-Job 
Training：職場内職業訓練）の機会を増加させ独自の財源を安定的に確保するなど、将来必
要となる管理・保守費用捻出に備えていく必要がある。技術面では、既存の機材について

は、既に維持・管理業務をC/Pが実施していること、C/Pの定着率が高く見込まれること、
などから阻害要因は見当たらない。 

２．効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

・プロジェクト目標・内容と実施機関のニーズの整合性が高かったこと。 

・中古建設機械の導入により早く訓練が開始できたこと。 

（２）実施プロセスに関すること 

・C/Pの英語面での制約はあったものの、通訳を介し専門家とC/P双方が信頼関係の構築・
維持に努めたこと。 

３．問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

・道路材料試験コースについては、他のコース（オペレーター、メカニック）とは前提条

件が異なることを考慮した、明確な活動計画が事前に設定されていなかったこと。 

・専門家が交代する場面を想定し、事前にPDMの活動を分野別に設定するなど、より詳細
な活動計画にしておく必要があったこと。 
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（２）実施プロセスに関すること 

・専門家の派遣が遅れ、他の専門家が兼務せざるを得ず、本来の業務遂行に影響があった

こと。 

・受け入れ生徒数が急激に増加し、機材・教員不足の懸念があったこと。 

４．結 論 

本プロジェクトは、概ね成功裏に実行され、基本的にその目標を達成したと考えられる。

CTHS1で育成された技術者は、今回調査対象雇用企業にて高く評価されていることから、同校
は企業のニーズに合った人材育成が可能となっていると考えられる。 

５．提 言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（１）国家標準カリキュラム 

上記（「インパクト」の項）のとおり、プロジェクトで作成・提出した「全国標準カリキ

ュラム」（案）が承認されれば、当該カリキュラムに沿って改訂される教材が他の学校で使

用されることになり、プロジェクトの効果が全国的に広まることになる。GDVTの承認プ
ロセスを促進するため、CTHS1としては、同局と協議の上、必要な要件を満たすための追
加書類を一日も早く作成・提出することが望ましい。 

 

（２）道路建設技術者資格制度 

資格制度改善については本プロジェクトで提言を行ってきているが、2006年１月より施

行される「新教育法」によれば、職業訓練は半熟練、熟練、ハイレベル熟練の３つにレベ

ル分けされることになる。GDVTでは、これらのレベルについての資格制度を導入する予
定であるため、今後、GDVT、MOTとCTHS1で資格制度の基本的な考え方を明確にし、道
路建設分野での資格制度構築へのロードマップを策定することが望ましい。 

 

（３）CTHS1の今後の計画 
CTHS1は、2005年より職業訓練コースに加え、新たに工業高校コースを併設する。また、

将来的には技術カレッジ（technical college）の開設も計画している。ベトナム政府として
は、CTHS1はこの分野の人材育成モデル機関として、上級レベルのワーカー育成も実施す
べきとの考えであるが、今般の教育法改正もあり、また、学校側で実際に対応可能な体制

整備の点からも、十分な検討を行う必要がある。改正教育法の施行細則が策定され次第、

CTHS1の今後の体制についての基本的な計画を、ベトナム側として合意しておくことが望
ましい。 

 

（４）学校運営の改善 

学校運営については、プロジェクト実施により向上してきているものの、特に、企業の

ニーズ把握改善（ニーズ調査結果の文書化・記録も含む）、卒業生の就職先把握、より積極

的な広報活動などの面で、更に改善されることが望ましい。 
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（５）機材の維持・管理 

CTHS1は、プロジェクト実施を通じて、データベース構築等による機材管理のシステム
を概ね構築し、また、維持・管理費用の負担もある程度行われている。しかし、プロジェ

クト完了後は、毎年見込まれる維持・管理費用計上に加え、MOTの支援も得て、追加的に
必要となる修理・部品費用のための予算を確保する必要がある。 

６．教 訓 

（１）専門家とC/Pの信頼関係の構築・維持 
本プロジェクトでは、専門家・C/P双方が両者間の信頼関係の構築・維持を重視してお

り、専門家の側からは、日本のやり方を押しつけず、ベトナムの状況・背景の理解に基づ

き、ベトナムのやり方、既存の知識・技術などを尊重し、それらを「活かす」という視点

でのアドバイス、技術移転が行われたことは、ベトナム側C/Pの信頼を得て、協働作業を進
めていく上で有効であったと考えられる。 

 

（２）機材供与の管理体制の確立 

本プロジェクトでは、中古機械を含め、供与した機材がプロジェクト実施後も適切に維

持・管理され、有効に活用されるため、チェックシートの導入や、セミナー開催、メンテ

ナンス・コンテスト開催など、メンテナンスの重要性に対する認識を深め、メンテナンス

方法の充実が図られてきた。こうした取り組みは、プロジェクト終了後に機材供与の管理

体制を確立する上でも有効であると考えられる。 
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第１章 終了時評価の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）では、第６次５カ年計画（1996～2000年）

において公共事業投資のうち、運輸部門への重点配分（37.9％）、特に道路整備には運輸部門の83.1

％の投入が計画されている。また、JICA開発調査で策定した全国運輸交通開発戦略においても輸
送能力を高めるための幹線道路網の整備が目標に掲げられているなど、道路建設・保守は経済発

展のために重要な課題となっており、そのための道路建設技術者の養成は急務となっている。 

 

ベトナムにおける道路整備は、海外からの資金協力によって幹線道路を中心として急速に進め

られているが、地方道の整備等引き続き大きな努力が必要である。道路整備公社等建設事業者は

新型の道路建設機械を導入して建設効率の向上を進めているが、運転、修理、維持管理等を行う

技術者の不足により、それら建設機械が最大限に活用されていない状況にある。一方、技術者の

養成・訓練を担う訓練校は旧式の機材しか所有しておらず、新型の機材にかかわる訓練を行う能

力もほとんどない状況であった。国内唯一の全国レベルの道路建設技術者養成機関である第１交

通技術訓練校（Transport Technical and Professional School No.1：TTPS1）ですら、実施体制・設備
の不備によって十分な技術者を養成することができない状況であった。このため、ベトナム政府

はTTPS1の訓練能力の向上を目的とした無償資金協力を要請するとともに、本技術協力プロジェク
トに係る要請を提出した。 

 

本プロジェクトはTTPS1において現役道路建設技術者の再訓練コース（オペレーター、メカニッ
ク、道路施工管理・道路材料試験）の新設を行うとともに、既存の一般訓練コース（オペレータ

ー、メカニック、道路施工管理・道路材料試験）の改善を行い、訓練の質を向上させ、訓練生の

技術水準を高めることをプロジェクト目標として2000年９月22日に討議議事録（Record of 
Discussions：R/D）を署名・交換し、2001年１月22日に開始された。 
 

なお、TTPS1は2004年11月に工業高校に格上げし、名称を第１中央運輸工業高校（Central Transport 
Technical High School No.1：CTHS1）に改めた。 
 

本終了時評価調査は、下記の目的で実施されたものである。 

（１）プロジェクトの実績及び成果達成状況について確認を行い、５項目評価に基づいて、プロ

ジェクトにより達成された成果、及びプロジェクト活動を通じて得られた教訓についての確

認を行う。 

（２）上記を合同評価レポートに取りまとめ、ベトナム側代表とともに署名を行う。 
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１－２ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所   属 

総括／団長 菊地 文夫 JICAベトナム事務所 所長 

道路建設技術 山下 尚 国土交通省 九州地方整備局企画部 施工企画課長 

評価計画 小森 克俊 JICAベトナム事務所 所員 

評価分析 伊藤 友見 (財)日本経済研究所 国際局上級研究員 

通訳 橋本 孝 (財)日本国際協力センター 

 

１－３ 調査日程 

日順 月日 曜日 移動及び調査行程 

１ 10月10日 月 伊藤団員・橋本団員 ハノイ着（JL751 21:45） 

２ 11日 火 
午前：JICA打合せ（JICA専門家と打合せ） 
午後：交通運輸省表敬、職業訓練総局表敬 

３ 12日 水 第１中央運輸工業高校にて関係者インタビュー 

４ 13日 木 第１中央運輸工業高校にて関係者インタビュー 

５ 14日 金 第１中央運輸工業高校にて関係者インタビュー 

６ 15日 土 調査結果の取りまとめ 

７ 16日 日 山下団員 ハノイ着（VN224 17:25） 

８ 17日 月 
午前：JICA打合せ、在ベトナム日本大使館表敬、計画投資省表敬 
午後：交通運輸省表敬、職業訓練総局表敬 

９ 18日 火 第１中央運輸工業高校との打合せ（ヒアリング等） 

10 19日 水 評価原案・M/M案作成 

11 20日 木 第１中央運輸工業高校とM/M案協議 

12 21日 金 交通運輸省とM/M案協議 

13 22日 土 M/M案修正 

14 23日 日 資料整理 

15 24日 月 午後：合同調整委員会、M/M署名 

16 25日 火 在ベトナム日本大使館報告 

17 26日 水 11:05 ハノイ発→香港→成田着（福岡着） 
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１－４ 主要面談者 

（１）交通運輸省（Ministry of Transport：MOT） 
Dr. Ha Khac Hao Deputy General Director, Dept. of Planning & Investment 
Mr. Nguyen Ngoc Hai Senior Expert, Dept. of Planning & Investment 
Mr. Khuat Minh Tuan Deputy Head, staff organization dept. 

 

（２）職業訓練総局（General Department of Vocational Training：GDVT） 
Dr. Phan Chinh Thuc Director General 
Ms. Dao Thanh Huong Head, Generalization and Int. Relations Div. 
Mr. Do Minh Hoai Deputy Manager, Vocational & Technical Education Proj. 
Mr. Phan Sy Nghia Director, Administrative Dept. 

 
（３）計画投資省（Ministry of Planning and Investment：MPI） 

Mr. Tran Bo Deputy Dir.General, Department of Infrastructure. 
Mr. Nguyen Xuan Tien Head of Division, Japan & Northeast Asia Div. 

 
（４）第１中央運輸高等学校（CTHS1） 

Mr. Dao Van Duong Director 
Mr. Pham Duc An Deputy Director 

 
（５）在ベトナム日本大使館 

岡田 智幸 一等書記官 

 

１－５ 評価項目・評価手法 

本調査は、プロジェクト･サイクル･マネジメント（PCM）の評価手法に基づき実施した。評価
に当たっては、評価用プロジェクト･デザイン･マトリックス（PDM）及び評価グリッドを作成し
た。この評価グリッドに基づき、実施実績の確認・プロセスの把握を行うと同時に、PDMの指標
となるデータやその他の関連情報を収集し、調査を実施した。調査結果を取りまとめ、日本側が

作成した評価５項目による評価結果案に基づき日越双方で協議し、評価結果として英文のM/Mに
取りまとめられた。 

 

 １－５－１ 評価用PDMの作成 
本調査では、2000年９月の実施協議の際に作成されたプロジェクト･デザイン･マトリックス

(PDM0）及び2003年中間評価実施の際に修正されたPDM1をベースに、プロジェクトを取り巻く
環境や活動の変化などを反映し、評価用PDM（付属資料１ミニッツANNEX1参照）を作成した。 

 

 １－５－２ 主な調査項目 

本調査では、実施及び実施プロセスの検証と、５項目評価（妥当性、有効性、効率性、イン

パクト、自立発展性）を行った。本調査の主な調査項目は表１－１のとおりである。また、評

価用PDMに沿って、評価グリッド（付属資料１ミニッツANNEX10参照）を作成した。 
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表１－１ 主な検討項目 

評価項目 調査項目 主な検討事項 
0-1 上位目標の指標数値の達成度
／見込み 

４級レベルの技術者の増加、他の訓練校へのTTPS1
の教授法・テキストの普及度 

0-2 プロジェクト目標の指標数値
の達成度 

再訓練の受講修了者数、一般訓練の４級取得卒業者
数、CTHS1の評価、一般訓練の就職数・就職率 

0-3 各成果の達成度 
 

機材の整備状況、教員の能力向上の度合い、再訓練
の確立状況、再訓練コースにおける道路材料試験コ
ースの実施状況、一般訓練の改善状況、CTHS1の学
校運営・訓練企画能力向上の度合い 

0-4 投入実績 日本側・ベトナム側双方の投入実績 

0-5 活動の進捗状況 

プロジェクトの進捗状況（活動は計画どおり実施さ
れたか？） 
プロジェクト実施過程での問題・効果発現に影響し
た要因 

0-6 技術移転の方法 
技術移転手法の適切性 
専門家とカウンターパート（C/P）とのコミュニケー
ション 

0-7 プロジェクトの運営体制 運営体制の問題の有無 
0-8 関係組織や受益者の事業への
かかわり方 

C/Pの変化（主体性・積極性）など 
 

０．実績と実
施プロセス
の検証 

0-9 相手国機関のオーナーシップ 
CTHS1・MOT・GDVTの参加の度合い、予算の手当
て、C/Pの適正度・配置状況 

1-1 上位目標のベトナム開発政策
との整合性 

ベトナムの開発計画における道路建設分野に関する
政策との整合性 

1-2 上位目標の日本の開発援助政
策との整合性 

対ベトナム国別援助計画との整合性 
 

1-3 プロジェクト目標のベトナム
のニーズとの整合性 

ベトナムにおける道路建設技術者育成ニーズと
CTHS1のニーズとの整合性 

1-4 プロジェクト目標のターゲッ
トグループのニーズとの整合
性 

ターゲットグループのニーズとの整合性 
 
 

１．妥当性 

1-5 手段の妥当性 ターゲットグループ選定の適切性 
2-1 プロジェクト目標の達成度合
い 

再訓練の確立状況、一般訓練の改善状況 
 

2-2 プロジェクト目標と成果の関
連 

各成果の貢献の度合い 
 

２．有効性 

2-3 プロジェクト目標に至るまで
の外部条件の影響 

プロジェクトの進捗を妨げる事例など 
 

3-1 日本側投入の適正度 
専門家派遣、機材供与、研修員受け入れ、ローカル
コストの投入量、タイミングなどの適切性 

3-2 ベトナム側の投入の適正度 C/P配置、プロジェクト運営費、施設整備の適正度 
3-3 投入の活用度 人材、資材･機材、業務費 

３．効率性 

3-4 外部条件による影響 
職業訓練カリキュラムの改正の影響、工業学校への
昇格による影響 

4-1 上位目標の達成見込み 上位目標の達成度合い ４．インパク
ト 4-2 予想しなかったプラス・マイ

ナスの影響 
CTHS1内、及び他の機関への波及効果の事例 
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4-3 プロジェクト目標から上位目
標に至る条件が満たされる可
能性は高いか 

CTHS1の位置づけ 
 
 

5-1 政策的支援の継続、組織運営
能力 

道路建設技術者養成に係るベトナム政府の支援状
況、CTHS1の組織運営能力 

5-2 TTPS1の運営財源の確保の可
能性 

予算の確保、財務支援の継続性、施設･機材の保守・
維持管理システム 

5-3 移転した技術の定着と普及の
仕組み 

C/Pの定着度、移転技術の普及の仕組み、機材維持管
理能力 

５．自立発展
性 

5-4 持続的効果の発現要因と阻害
要因 

工業高校への格上げによる影響、プロジェクトの効
果継続のために必要な条件等 

 

 １－５－３ 情報収集 

本調査の主な情報源は次のとおりである。 

（１）R/D、M/M、PDM0、PDM1、各種調査団報告書、専門家報告書、会議議事録 
（２）CTHS1及びプロジェクトによって作成された各種資料 
（３）日本人専門家、C/P、関連機関（MOT、GDVT、卒業生雇用企業）などへの質問表または

面談調査結果 
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第２章 プロジェクトの実績 
 

２－１ 実績の総括 

本調査で把握した、終了時評価時点での実績の総括は表２－１のとおりである。 

 

表２－１ プロジェクトの実績の総括 

調査項目 調査結果 

0-0 スーパーゴール
達成の見込み（指
標数値の推移） 

現時点ではスーパーゴール達成見込みの検証は困難であるが、各指標
の現状については下記のとおりであった。 
① 近隣諸国からの研修参加の実績はなし。 
② 道路による貨物輸送量：7,889t/KM（2000年）→10,306t/KM（2004
年） 
道路による旅客輸送量：621.3百万人（2000年）→999.7百万人（2004
年） 

③ ハイウェイネットワーク舗装率：25.9％（2000年）→52.14％（2005
年） 

④ GDP成長率：6.79％（2000年）→7.69％（2004年予測） 
0-1 上位目標の達成
度／見込み（指標
数値の推移） 

 

① CTHS1の訓練方法の普及状況：MOT傘下29校と他10校がCTHS1作
成教材を使用。 

② ４級資格を持つ技術者の増加：MOTに依頼するも統計把握できず。 
③ 道路建設技術者の増加：代表的な数値として、公共事業公団
（CIENCO）No.1,4,5,6,8の道路建設技術者（資格を持ったワーカー）
の数の推移は15,475名（2000年）→32,842名（2005年６月）。 

0-2 プロジェクト目
標の達成度（指標
数値の推移） 

 

① 再訓練修了者数：2005年９月末現在で961名。 
② 卒業時４級取得者数：546名。 
③ 道路材料試験コース実施状況：通常訓練コース（54名、2006年３月
修了予定）とアドバンスコース（47名、2005年10月終了予定）を実
施中。 

④ 外部機関によるCTHS1の訓練能力の評価：MOT、GDVT、卒業生雇
用企業２社とも、調査先機関・企業はすべて高い評価 

⑤ 一般訓練コース卒業生の就職数・就職率：597名、73.8％（1998年）
→95％（196名中187名、2004年）。ただし、2004年から調査方法変
更のため、就職数の把握はなし、就職率は卒業生の一部の調査結果。 
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調査項目 調査結果 

0-3 各成果の達成度 ＜成果１＞ 機材供与のほとんどは既に終了、適切に管理が行われ、
再訓練・一般訓練コースの両方で有効に活用。各指標は概ね達成。 
 
＜成果２＞ プロジェクト活動及び専門家からの技術移転を通じて、
教員（C/P）の訓練能力は改善。各指標は概ね達成。 
 
＜成果３＞ オペレーターとメカニックは、それぞれカリキュラム、
シラバス、教材を整備。道路材料試験については、２週間のコースと
してカリキュラム、シラバス、教材を整備。近代機械に関する公的資
格は100％付与。道路材料試験のニーズ報告書は2003年作成済み。道路
材料試験基準報告書はプロジェクト期間内に完成予定。 
 
＜成果４＞ オペレーター・メカニックコースは、アドバンス・アッ
プグレードコースを設置、カリキュラム、シラバス、教材（再訓練と
共用）を整備。道路材料試験コースは、アドバンスコース及び一般訓
練コースのカリキュラム、シラバス、教材を整備。アップグレードコ
ース及び道路材料試験アドバンスコース修了者のうち62.7％が
「GOOD」以上の成績。さらに、GDVTの要請に応じて、全国標準改訂
カリキュラム（案）を３分野において作成し、提出（2003年）。 
 
＜成果５＞ 学校運営や訓練企画能力については、向上のための努力
が行われているが、一層の改善が必要な状況（ニーズ調査、広報、卒
業生情報入手）。その他の指標（コース評価、データベース整備）は達
成。 

0-4 投入実績 本文「２－２ 投入実績」に記載のとおり。 

0-5 活動の進捗状況 活動は概ね計画に沿って実施されたが、主な変更点は以下のとおりで
ある。 
・中間評価実施後、オペレーター・メカニックコースは再訓練コース
から一般訓練コースの改善に重点を移動。 

・再訓練コースについては、企業のニーズに合わせ、資格取得用２週
間コースを実施。 

・道路材料試験コースは、中間評価実施後、「道路施工管理・道路材料
試験」から「道路材料試験」に変更し、在職者を対象とした再訓練
コースに重点を置くこととなったが、ニーズが少ないため、一般訓
練コースの改善に重きを置くこととした。 

・中間評価時に新たに成果５として「学校の企画・運営能力の向上」
が追加された。 

0-6 技術移転の方法 技術移転は、主に専門家とC/P共同での訓練コース企画・運営、機材管
理、専門家によるセミナー、日本における研修を通じて実施した。C/P
の側は技術移転の方法は適切であったと評価され、特に問題の報告は
なし。C/Pと専門家は良好な関係が維持されている。ただし、英語での
コミュニケーションについては改善の余地がある。 
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調査項目 調査結果 

0-7 プロジェクトの
運営体制 

 

毎月の運営委員会においてモニタリングを実施した。プロジェクト内
の意思決定は迅速、特に問題は報告されていない。プロジェクト・チ
ーム内のコミュニケーションは適切、特に問題は報告されていない。
運営委員会は、チーフC/P、各分野のC/P代表、専門家が出席、月１回
開催。合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）は、毎年
１回、合計５回（2001年以降毎年１回）実施。 

0-8 関係組織や受益
者の事業へのかか
わり方 

C/Pはプロジェクトに積極的、より自主的に取り組んでいる。 

0-9 相手国機関のオ
ーナーシップ 

MOTはJCCに毎回出席、プロジェクトの運営面で協力。GDVTとは、特
に改訂カリキュラム作成や資格制度改善でのやりとりをしている。
CTHS1は、他訓練校を招いてのセミナー実施などでイニシアティブを
発揮した。ベトナム政府はC/Pファンドで建設機械実習場の整備などを
支援。CTHS1は運営費、建設機材部品の一部、燃料費、修繕費として
約136億ベトナムドン（VND）を負担し、C/P配置は一部交代などあっ
たものの概ね適正である。ただし、英語力については、引き続き更な
る改善が期待されている。 

 

２－２ 投入実績 

 ２－２－１ 日本側投入 

（１）専門家派遣 

本プロジェクトでは、チーフアドバイザー、メカニック（エンジン、シャーシ）、オペレ

ーター、道路材料試験、業務調整、の５分野において、延べ８名の長期専門家が派遣され

た。オペレーター、メカニック（エンジン）専門家の派遣、及び後任の業務調整専門家派

遣のタイミングに遅れが見られた。道路材料試験専門家については、ベトナム側の要望に

応え、当初計画より１年前倒しの2002年からの派遣となった。各専門家の派遣時期につい

ては、付属資料１ミニッツANNEX2参照。 
短期専門家については、延べ11名が派遣されている。派遣分野は、エンジン性能試験装

置取扱・測定方法、油圧機器試験装置取扱・測定方法、道路材料試験、施工管理、メカト

ロニクス、総合管理システムである。各専門家の派遣時期については、付属資料１ミニッ

ツANNEX2参照。 
 

（２）研修員受け入れ 

本プロジェクトでは、終了時評価実施時点までで合計28名の研修員を受け入れており、

１名をプロジェクト期間中に受け入れ予定である。受け入れ分野及び受け入れ時期は付属

資料１ミニッツANNEX3のとおりである。 
 

（３）ローカルコスト負担 

一般現地業務費や機材開発費用等のローカルコストとして合計約4,997万円が支出されて
いる。年度ごとのローカルコスト負担内訳は付属資料１ミニッツANNEX5のとおりである。 
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（４）機材供与 

本プロジェクトでは、技術移転のための機材として、ブルドーザー、エキスカベーター、

モーターグレーダーなど総額約６億1,500万円の機材が供与されている（約5,300万円の部品
購入を含む）。機材のリスト及び投入時期は付属資料１ミニッツANNEX4のとおりである。 

 

 ２－２－２ ベトナム側投入 

（１）C/P配置 
当初、チーフC/P１名、チーフC/Pアシスタント１名、オペレーターC/P６名、メカニック

（エンジン）５名、メカニック（シャーシ）６名、道路施工管理・道路材料試験５名で合

計24名が配置された。中間評価以後、道路材料試験のC/P2名が交代、１名が補充され、ま
た、新しく追加された成果５に対するC/P６名（うち１名はチーフC/Pが兼務）が配置され
た。終了時評価時点でのC/Pは付属資料１ミニッツANNEX7参照のとおり27名である。 

 

（２）施設設備 

CTHS1には、日本の無償資金協力によって、２階建ての研修棟（ワークショップを含む）、
事務棟、宿泊施設が建設されており（2001年11月竣工）、事務棟の一部を会議室、専門家・

C/P用執務室等を、ベトナム側はプロジェクト実施に必要な施設として提供している。 
 

（３）運営コストの負担 

CTHS1はプロジェクト運営コスト、再訓練コース実施費用、機材供与の燃料代・管理費
用として総額約136億ベトナムドン（VND）を投入している。その他、ベトナム政府によっ
てC/Pファンドが設置され、建設機械実習場の整備などが進められている。CTHS1による運
営コスト負担の詳細については、付属資料１ミニッツANNEX6のとおりである。 

 

２－３ 活動実績 

（１）成果１「施設・機材が整備・近代化される」に関する活動 

プロジェクト開始より終了時評価時点までで、訓練能力強化のための機材供与は、道路材

料試験コースの機材３点を除き、完了し、供与後ワークショップ内の訓練場に設置され、有

効に活用されている（これらの道路材料試験コースの機材については、11月に供与が完了す

る予定）。供与された機材については、オペレーター分野のC/P１名につき３～４台を担当し、
毎日チェックを行い、チェックリストに記録している。中古機械が多く、さらに学生が多い

ため稼働率が高いので、故障は時々起きるが、その場合は、専門家に相談し、必要な修理を

行っている。道路材料試験関連の機材については、C/Pが３ヶ月に一度のチェックを実施して
いる。故障などがあった場合は、専門家と相談の上、対応している。これまで、特に大きな

故障は生じておらず、軽微な故障はすぐに修理可能であった。 

 

（２）成果２「教員の能力が向上する」に関する活動 

日本人専門家の指導の下、機材の操作、整備に関するマニュアルがベトナム語に翻訳され、

ベトナム側C/Pは機材操作、整備に関する知識・理解を深めている。また、日本人専門家によ
り、C/P及びその他の講師も参加可能な専門分野等に関するセミナーが企画され、実施されて
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いる。さらに、日本人専門家により、教員の自己学習システムが構築され、各C/Pはそれぞれ
セミナーに参加したり、夜間や土日などに大学に通うなど自己学習等を実施している。供与

された機材を活用し、日本人専門家とともに訓練コースの企画・実施を通じて、C/Pの能力は
向上している。 

 

（３）成果３「再訓練コースが確立する」に関する活動 

オペレーター、メカニック（エンジン、シャーシ、及び２分野統合）、道路材料試験の各分

野で再訓練コース用のカリキュラム、シラバス、教材が作成されている。オペレーター、メ

カニック、道路材料試験の各コースでは、カリキュラムとシラバス等を改訂するワーキング

グループが設立されている。各コース終了時には、受講生に対してアンケートを実施してお

り、その結果に基づきシラバスと教材が必要に応じて改訂されている。 

企業の訓練ニーズの調査として、オペレーター、メカニック、道路材料試験のコースごと

に、年２～３回専門家とC/Pで現場見学を行い、現在、企業で使用されている機材と、必要と
なる技術スキルの確認が行われている。調査結果は、月に一度の運営委員会で報告されると

ともに、次回のコース企画・運営に役立てられている。その他、TTPS1校長及びチーフアドバ
イザーによって、MOTとGDVTに対し、必要に応じて資格試験制度改善のための提言が行わ
れてきている。 

再訓練コースの概要と実施実績は表２－２／表２－３）のとおりである。本プロジェクト

では、当初２ヶ月間の再訓練コースの実施・確立をめざしていたが、研修修了者が所属企業

内で技術移転をしている、或いは２ヶ月の派遣が企業・訓練生のニーズに合っていないこと

などから２ヶ月の再訓練コースに対する需要減少が中間評価時点で確認された。そのため、

中間評価時点で、プロジェクト目標の一つの指標である再訓練コース修了者の目標数値を下

方修正している。一方、本プロジェクトでは、２週間という短期間で資格取得を目的とする

コースを毎年実施し、企業の再訓練のニーズに応えている。道路材料試験については、中間

評価調査において「道路施工管理・道路材料試験」から「道路材料試験」に変更し、高卒以

上で現職者を対象とするコースの設置が計画されたが、当該分野では４級の設定がないこと、

また、ベトナムにおいては新しい分野であるため再訓練のニーズがまだ少ないことなどから、

「再訓練コース」としての実施は難しく、本プロジェクトでは「モジュールコース」として

の実施にとどまった。 

 



－11－ 

表２－２ 再訓練コース概要 

分野 コース名 期間 概要 

オペレーター 再訓練コース ２ヶ月 在職者対象。現在の所持している級

の次の級を取得することを目的。 

 基礎コース（2002年実施） １ヶ月 在職者対象。３級取得を目的。 

 アップグレードコース ２週間 在職者対象。現在の所持している級

の次の級を取得することを目的。派

遣企業のニーズに合わせ、短期間で

実施。 

メカニック 再訓練コース ２ヶ月 在職者対象。現在の所持している級

の次の級を取得することを目的。 

 アップグレードコース ２週間 在職者対象。現在の所持している級

の次の級を取得することを目的。派

遣企業のニーズに合わせ、短期間で

実施。 

道路材料試験 モジュールコース ２週間 在職者対象にした再訓練コース。 

 

表２－３ 再訓練コース実施実績 

分野 コース名 開催時期 参加人数 

オペレーター 第１回再訓練コース 2001年５～７月 34 

 第２回再訓練コース 2001年11月～2002年１月 3 

 第３回再訓練コース 2001年11月～2002年１月 23 

 第４回再訓練コース 2002年４～６月 52 

 第５回再訓練コース 2002年７～８月 12 

 第６回再訓練コース 2002年10～12月 13 

 第７回再訓練コース 2003年３～５月 10 

 第８回再訓練コース 2003年４～５月 18 

 基礎コース 2002年 66 

 アップグレードコース 2001年 86 

  2002年 70 

  2003年 95 

  2004年 124 

  2005年 91 

メカニック 第１回再訓練コース 2001年11～12月 23 

 第２回再訓練コース 2002年５～６月 41 

 第３回再訓練コース 2002年11～12月 13 
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 第４回再訓練コース 2003年３～４月 11 

 第５回再訓練コース 2003年５～６月 21 

 第６回再訓練コース 2004年２～３月 24 

 第７回再訓練コース 2005年３～５月 28 

 アップグレードコース 2001年 21 

  2002年 17 

  2003年 21 

  2004年 18 

  2005年 26 

道路材料試験 第１回モジュールコース 2002年12月 7 

 第２回モジュールコース 2003年12月 20 

 第３回モジュールコース 2004年12月 8 

その他（総合管理） 第１回モジュールコース 2003年12月 25 

 第２回モジュールコース 2004年８～９月 65 

 

（４）成果４「一般訓練コースの質が向上する」に関する活動 

オペレーター、メカニックについては、既存の一般訓練コースの中から、一部成績優秀者

に対してアップグレードコースを設置し、４級の取得が可能になっている（「アップグレード

コース」）。その他、従来のロシア製建設機械を中心の指導である既存訓練コースの生徒全員

に対し、新技術を学ぶ機会として、技術協力プロジェクトで作られた教材を元に近代的な建

設機械についての講義を「アドバンスコース」として実施していたが、その後、既存訓練コ

ースの授業でも技術協力プロジェクトの教材を一部使い出したため、2004年以降は実施して

いない。 

道路材料試験については、４級の設定がないため、アドバンスコースについて、カリキュ

ラム、シラバスが整備され、2002年より毎年実施されている。また、従来外部機関に委託し

て実施していた通常訓練コースについても、カリキュラム、シラバス、教材が整備され、2004

年10月より実施されている。 

再訓練コースのカリキュラム・シラバス作成のワーキンググループと同様のメンバーが、

コース最後に実施するアンケートに基づき、必要に応じてシラバス、テキストなどの改訂を

行っている。 

CTHS1では、GDVTの要請に応えて、オペレーター、メカニック、道路材料試験の３分野に
ついて、全国標準カリキュラム（案）を作成し2003年に提出している。しかし、終了時評価

時点（2005年10月）、この改訂カリキュラム（案）についての最終的な承認が得られていない

状況である。 

本プロジェクトで支援した一般訓練コースの概要と実施実績は表２－４／表２－５のとお

りである。 
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表２－４ 一般訓練コース概要 

分野 コース名 期間 概要 

オペレーター アドバンスコース 

 

３ヶ月 

（2002年

実施） 

従来のロシア製建機を中心の指導である既

存訓練コースの生徒全員に対し、新技術を

学ぶ機会として技術協力プロジェクトで作

成した教材を用い追加訓練を実施。その後、

既存訓練コースの授業でも技術協力プロジ

ェクトの教材を一部使い出したため、2004

年以降は実施なし。 

 アップグレード 

コース 

３ヶ月 プレサービスの生徒のうち、一部の優秀な

生徒に対し実施。コース修了時には4級を取

得。 

メカニック アドバンスコース ２週間 従来のロシア製建機を中心の指導である既

存訓練コースの生徒全員に対し、新技術を

学ぶ機会として技術協力プロジェクトで作

成した教材を用い近代的建設機械について

の講義を実施。その後、既存訓練コースの

授業でもプロ技教材の使用を開始したた

め、2004年以降は実施なし。 

 アップグレード 

コース 

６ヶ月 既存訓練コースの生徒のうち、一部の優秀

な生徒に対し実施。コース修了時には４級

を取得。 

道路材料試験 アドバンスコース ２週間 CTHS1ハノイ校で実施（外部機関に委託）
している既存訓練コースの在籍生を対象

に、実習に重点を置いた訓練を実施。 

 通常訓練コース 18ヶ月 従来、外部機関に委託して訓練を実施して

いた本コースを、技術協力プロジェクト支

援によりCTHS1 Ba Vi校にて実施。コース
修了時には３級取得。 
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表２－５ 一般訓練コース実施実績 

分野 コース名 開催時期 参加人数 

オペレーター 第１回アドバンスコース 2001年11月～2002年４月 352 

 第２回アドバンスコース 2002年８月 135 

 第３回アドバンスコース 2002年12月～2003年５月 708 

 第１回アップグレードコース 2001年11月～2002年２月 23 

 第２回アップグレードコース 2003年２～５月 66 

 第３回アップグレードコース 2004年２～５月 125 

 第４回アップグレードコース 2005年１～４月 282 

メカニック 第１回アドバンスコース 2001年８月 115 

 第２回アドバンスコース 2002年８月 135 

 第３回アドバンスコース 2003年８月 130 

 第１回アップグレードコース 2003年７～12月 24 

 第２回アップグレードコース 2004年７～12月 26 

 第３回アップグレードコース 2005年８月～2006年１月 48 

道路材料試験 第１回アドバンスコース 2002年２～３月 38 

 第２回アドバンスコース 2003年10月 72 

 第３回アドバンスコース 2004年９～11月 129 

 第４回アドバンス 2005年10月 47 

 通常コース 2004年10月～2006年３月 54 

 

（５）成果５「CTHS1の学校運営や訓練企画の能力が向上する」に関する活動 
成果５は、中間評価後、新たに設定されたもので、その後C/Pとして６名が配置されている。

各コースでは、終了時に参加者に対してコース評価及びコース運営評価のアンケートを実施

しており、そのアンケートの結果が、次回実施するコース改善に役立てられている。訓練生

募集の情報については、パンフレットを作成し、CTHS1の管理職が外部会議で宣伝したり、
卒業生を通して広報活動をしている。訓練ニーズ調査については、専門家とC/Pが現場視察を
行い、現場作業に要求される技能を把握するためのニーズ調査を年２～３回程度実施してい

る。結果は、次の訓練に活かすため、運営委員会で報告されているが文書化はされていない。

卒業生の就職状況に関する情報収集については、現在は卒業時に切手を貼った封筒とアンケ

ートを渡し、就職決定次第、CTHS1に送付連絡できるようにしているが、返信率は低いまま
であり、卒業生の就職状況の把握が困難になっている。予算の制約があるため、このほかの

方法は行われていない。その他、建設機械、部品管理用データベースの構築が2004年より開

始され、データ入力が終了し、データベースは完成している。 
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２－４ 成果達成状況 

本評価調査において、評価用PDMに基づき、各成果に設定された指標を基に確認した成果の達
成度は次のとおりである。 

 

（１）成果１「施設・機材が整備・近代化される」 

機材供与のほとんどは既に終了しており、適切に管理が行われ、再訓練・一般訓練コース

の両方で有効に活用されている。中古機材を供与し学校が自らメンテナンスをしながらの利

用となっているものの、本プロジェクトで供与された機材のうち、学生向けにブルドーザー、

エキスカベーターなど重要な機材群が最低３組以上と、運搬用に最低１台のクレーンとトレ

ーラーが常に利用可能となっている。機械１台当たり学生数は、2005年上半期実施実績によ

れば、オペレーター再訓練コースで８人/１台、メカニック再訓練コースでは９人/１台と、

プロジェクト開始前（オペレーター40人/１台、メカニック15～20人/１台）と比べ改善して

いる。実習時間については再訓練コースのシラバスにおいてオペレーターコース169.75時間、

メカニックコース168時間が確保されており、PDMで設定された数値（160時間）を上回って
いる。材料コースの機材については、合計69台についてすべての機材は良好な状態が保たれ

ている。（１台故障があったものの、修理されている。） 

 

（２）成果２「教員の能力が向上する」 

プロジェクト活動及び専門家からの技術移転を通じて、教員の訓練能力は改善しているこ

とが、アンケートや聞き取り調査などを通じて確認されている。PDMで指標入手手段とされ
ている「試験」は実施されていないものの、聞き取り調査によればすべてのC/Pは自分の担当
する新しい機材すべての操作が可能となっている。また、オペレーター、メカニック、道路

材料試験のすべての教員が資格基準を満たしている。さらに、自己評価及び副校長の評価に

よれば、大部分の分野でほとんど全員のC/Pが70～100％の能力を習得していると評価してい
る。また、本調査でC/P向けに実施したアンケート結果によれば、「プロジェクト終了後、訓
練コースを自分自身で実施できると思いますか？」という問いに対して、「非常にそう思う」

「そう思う」に相当する５段階評価の「５」「４」の回答者が22名（23名中）を占めていた。

このため、多くのC/Pが自分自身で訓練企画・実施ができるようになっていると考えられる。 
 

（３）成果３「再訓練コースが確立する」 

オペレーターとメカニック（エンジン、シャーシ）については、それぞれ再訓練コースの

カリキュラム、シラバス、教材（一般訓練コースと共用でオペレーター12冊、エンジン35冊、

シャーシ29冊）が整備されている。道路材料試験については、2003年１月の中間評価調査に

おいて「道路施工管理・道路材料試験」を「道路材料試験」に変更し、再訓練コースの設置

が計画されていたが、最終的には再訓練コースとしては整備・確立されるに至らなかった。

この背景には、当分野がベトナムではまだ新しい分野であり、４級資格もないことから、再

訓練のニーズが少なかったことがあると考えられる。しかし、当該分野については、２週間

のモジュールコースとして実施した実績があり、カリキュラム、シラバス、教材（１冊及び

パワーポイント教材）が整備されている。 

近代機械に関する公的資格付与については、オペレーター・メカニック両方の再訓練コー
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スで訓練卒業生全員に付与されており（付与率100％）、指標で設定された値（90％）を上回

った。道路材料試験のニーズ報告書及び道路材料試験基準の報告書については、前者は2003

年作成済みである。後者については、調査は終了しているものの、報告書については作成中

であり、プロジェクト期間内の完成が予定されているとのことである。 

 

（４）成果４「一般訓練コースの質が向上する」 

オペレーター・メカニックコースについては、アドバンス・アップグレードコースが設置

されている。オペレーターコースについては、再訓練コースのカリキュラム、シラバスが共

用されており、メカニックコースについては再訓練コースのカリキュラム、シラバスをベー

スに整備されている。教材は再訓練コースと共用のものが作成されている（前セクション参

照）。道路材料試験コースについては、アドバンスコース、既存の一般訓練コースについて、

カリキュラム、シラバス、教材（プレサービス５冊、うち３冊はアドバンスと共用）が整備

され、実施されている。 

修了者の成績は、アップグレードコース及び道路材料試験アドバンスコース修了者のうち

62.7％が「GOOD」以上の成績を収めており、PDM指標の50％を上回っている。 
なお、本プロジェクトでは、GDVTの要請に応じて、全国標準カリキュラム（案）をオペレ

ーター、メカニック、道路材料試験の３分野において作成し、2003年に提出している。GDVT
による審査及び国家カリキュラム評価委員会によるカリキュラムの承認には追加的に要件を

満たす必要があるため、本調査時点では承認は下りていないが、同カリキュラムの承認に合

わせて、シラバスや教材の改訂が必要となる。本プロジェクトでは、こうした動きに併せ、

今後必要となるシラバスやテキストの改訂作業に向けた準備も一部開始されつつある。 

 

（５）成果５「CTHS1の学校運営や訓練企画の能力が向上する」 
学校運営や訓練企画能力については、その向上のための努力が行われ向上しているものの、

一層の改善が必要な状況である。ニーズ調査は、専門家とC/Pにより年２～３度実施されてい
るが、結果は毎月の運営委員会で報告されるが、文書化はされていない。 

訓練生募集の情報については、パンフレットを作成し、CTHS1管理職が外部会議での宣伝
や、卒業生を通して広報する程度にとどまっている。卒業生の就職情報などについては、特

に2003年以後予算減少に伴い、把握割合が低いままである。現在は卒業時に切手を貼った封

筒とアンケートを渡し、就職決定次第、CTHS1に送付連絡できるようにしているが、返信率
は低く、卒業生の就職状況の把握が困難になっている。 

コース評価については、一般訓練コース（アップグレードコース）及び再訓練コースでは、

終了時にアンケートを実施し、コース評価が行われている。また、データベース構築につい

ては、建設機械・部品管理用ソフトのデータ入力が2004年より開始され、終了時評価実施時

点でデータベースは完成している。 

 

２－５ 実施プロセスにおける特記事項 

技術移転の方法やプロジェクトの運営体制については、本評価調査では特に問題は報告されて

おらず、概ね良好であったと考えられる。本プロジェクトの目標とCTHS1のニーズの整合性が高
かったこともあり、C/Pはプロジェクトに積極的・自主的に取り組んでおり、ベトナム政府がC/P
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基金を設置し、CTHS1も30名弱のC/Pを配置し運営費の一部を負担するなど、ベトナム側のオーナ
ーシップも見られている。ただし、C/Pの英語力の向上はプロジェクト実施期間を通じて課題であ
った。プロジェクト実施中は通訳を配置して専門家とのコミュニケーションが図られたが、C/Pの
英語力についてはより改善することが期待される。 

機材の投入時期と研修コースの実施時期については付属資料２のとおり、 

① 中古機械を入れたので早期に訓練が可能になっていること 

② 道路建設機械関連はプロジェクト前半で供与が終了していること 

③ 道路材料試験については、主にプロジェクト中間地点（2002年と2003年）で供与しているが、

コースとしてもそれまではモジュール、アドバンス実施が中心で、長期のコース（通常コー

ス）としては、機材供与後の2004年となっていることがいえ、各研修コースを実施できる機

材が研修コースの開始前に概ね投入されている。 

    

こうした英語面での制約はあったものの、通訳を介し、プロジェクト活動を通じて、専門家と

C/P双方が信頼関係の構築・維持を重視し、これに努めたことは、効果発現の貢献要因の一つと考
えられる。このほか、本プロジェクトを成功に導くために行われた主な工夫としては、以下の点

が挙げられている。 

＜日本人専門家側＞ 

・ベトナム側の知識・技術をベースとして、それをどのように活かすか、という視点での助言・指導 

・現地視察・ニーズ調査実施などを通じたC/Pの意識変革促進 
・C/Pとの良好なコミュニケーション確保 
・詳細な作業計画の作成、十分な作業時間の確保 

・C/Pにとって初めてのことはまず専門家が見本を見せ、その後C/Pが実施 
・専門家間の情報共有、協力体制の構築 

＜ベトナムC/P側＞ 
・プロジェクトによって得た技術・知識を大切にする 

・新しい技術・知識や英語の自習 

・専門家との良い関係の維持 

・任された任務は責任を持って遂行 

    

本プロジェクトでは中間評価の時点で、「学校運営、訓練企画の能力向上」という新しい成果が

追加されたが、これはプロジェクトの効果を持続する上でも重要であると考えられる。また、プ

ロジェクトは概ね計画に沿って実施されていると考えられるが、特に再訓練コースと道路材料試

験コースについては、次のような変更があった。 

 

（１）再訓練コース（オペレーター、メカニック） 

２ヶ月間の再訓練コースへの需要の減少に対応し、中間評価時に指標の見直しを行い、一

般訓練コースの改善に重点が置かれるようになった。再訓練コースとしては２週間の短期コ

ースの実施により、より企業のニーズに合ったコースを提供している。この変更は、外部条

件の変化に対応したもので、またプロジェクトとしてはより企業のニーズに合った形で短期

コースを実施しているため、やむを得ない変更と考えられる。再訓練コース整備の経験は、
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一般訓練コースの改善にも活用されている。 

 

（２）道路材料試験コース 

当初「道路施工管理・道路材料試験」として計画されていたが、その後のニーズ調査など

に基づき、2003年１月の中間評価調査において「道路材料試験」に変更されている。その後、

再訓練コースの設置が検討されたが、ニーズが少ないことから結局再訓練コースとしての確

立は困難であった。また、一般訓練コース（通常訓練コース）についても、プロジェクト期

間中のコース終了は困難であった。「道路材料試験」については、一般訓練コースのアドバン

スコース、通常訓練コースを実施するなど、訓練能力の技術移転は行われているため、結果

的にプロジェクトの目標は概ね達成していると考えられるが、実施プロセスを振り返れば、

当該分野については、①従来CTHS1自身で訓練を実施していない分野であったこと（外部機
関に委託）、②ベトナムでも「道路材料試験」自体が新しい分野であること、③４級の資格設

定がないことなどを考慮し、他の２分野（オペレーター、メカニック）のように従来CTHS1
で実施してきた分野とは計画当初の段階で区別し、個別に明確な計画を立てておく必要があ

ったと考えられる。 

 

２－６ プロジェクト目標の達成度 

 ２－６－１ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標である「CTHS1の訓練能力が向上する」は概ね達成していると考えられる。
まず、プロジェクト開始前には実施していなかった再訓練コースについては、当初計画では、「毎

年210名の道路建設技術者が再訓練される」（PDM0）という目標設定であったが、中間評価時点
で再訓練のニーズ減少を踏まえ、「プロジェクト期間中に450名が再訓練コースを修了する」

（PDM1）と変更された。９月末までの再訓練コース修了者数は、表２－６のとおり９月末現在
で合計961名が修了している。 

 

表２－６ 再訓練コース修了者数 

  2001 2002 2003 2004 2005 合計 

オペレーター 再訓練 60 77 28   165 

 基礎  66    66 

 アップグレード 86 70 95 124 91 466 

メカニック 再訓練 23 54 32 24 28 161 

 アップグレード 21 17 21 18 26 103 

合計 190 284 176 166 145 961 
（CTHS1資料） 

 

次に、一般訓練コース修了者の４級取得状況については、当初「CTHS1の一般訓練コース修
了者に対して４級の資格を認定する」（PDM0）という指標であったものを、中間評価時点で具
体化され、「CTHS1の一般訓練コース修了者のうち270名（年間90名）がオペレーターまたはメ
カニックコース終了時に４級の資格を取得する」（PDM1）に変更している。この指標について
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は、表２－７のとおり中間評価が行われた2003年以降、毎年90名以上が４級を取得し、合計546

名がプロジェクト期間中に４級取得予定である。 

 

表２－７ 再訓練コース修了者数 

 2002 2003 2004 2005 合計 

オペレーター 23 66 125 238＋44＊1 496 

メカニック  24  26 （48)＊2  50（+48） 

合計 23 90 151 282（+48） 546（+48） 
（CTHS1資料） 
＊１：44名については2005年11月卒業・４級取得見込みであるため、プロジェクト期間中の取

得者人数として合計した。 
＊２：（48）名については、2006年２月卒業・４級取得見込みであるため、合計人数には含め

ず、括弧書きで記載した。 

 

道路材料試験コースはこれまで３回の再訓練モジュールコースと、2002年以降毎年一般訓練

コース（アドバンスコース）が開催されており、また2004年10月からは18ヶ月の一般訓練コー

ス（通常訓練コース）を実施している。道路材料試験については、従来外部機関に委託して実

施していたものを、CTHS1にて実施できるようになっており、この点からも能力が向上してい
ると考えられる。特に、道路材料試験については、再訓練コースとしては確立せずモジュール

としての実施となっているが、当分野はCTHS1として実質的には新しく実施する分野であるこ
と、ベトナムにおいてもまだ新しい分野であること、道路材料試験の４級資格の設定がないこ

となどから、やむを得ないものと考えられる。現在は、前述のとおり、一般訓練コースとして

アドバンスコース・通常訓練コースを実施できており、当該分野での訓練能力は向上している

と判断できる。 

外部関連機関によるCTHS1の評価については、本評価調査ではMOT、GDVT、及び建設業者２
社に対して聞き取り調査を実施した。CTHS1の訓練能力についての評価を求めたところ、それ
ぞれ下記のようなコメントがあり、CTHS1の訓練能力が高く評価されていることが確認された。 

 
・MOT：プロジェクト実施前は、ベトナムでは全国的に訓練の設備・機材が不足していたが、

JICAの支援により設備が充実し、以前は学科中心だった訓練が、実習にも重きを置けるよう
になった。卒業した学生の技能について、雇用企業の評価は高い。同校は、他の学校でも教材
が使われるなど、他の訓練学校のモデルにもなっている。 

 
・GDVT：JICAの支援により質の高い技術者（ワーカー）の育成が可能となった。卒業生は企業
において大変評価されている。今後、全国のモデルになると予測している。 

 
・建設業者１：非常に良い。当社は色々な学校からワーカーを雇用しているが、CTHS1が最も信
頼度が高い。同校では建機が揃っており、学生は毎日のようにそれらの建機についての教育を
受けているので、現場で使用している機械がすぐに使える。仕事ができるようになるまで、他
の学校の卒業生が１年かかるところ、CTHS1の卒業生は４～６ヶ月で可能。 
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・建設業者２：５年前と比べて大変良くなった。以前はソ連・ロシア製の機械を使用していた
が、今では、企業で実際によく使われるようになった韓国製や日本製の機械が使用できるよう
になっている。特に、他の学校に比べた強みは、卒業後２～３ヶ月ですぐ使えるワーカーにな
る点だろう。 

    

一般訓練コース卒業生の就職数・就職率の向上については、プロジェクト開始前の1998年で

は就職率が73.8％、就職数が597名であった。同校では、その後、予算の制約から一部卒業生の

みを対象として就職状況を把握していることから、就職数の推移は把握できなかった。また、

同じデータであるため、調査対象となった一部の生徒の就職率を見ると、95％（2004年）と改

善していることが確認された。よって、就職数の推移は把握できなかったが、就職率は概ね改

善しているものと考えることができる。 

 

表２－８ CTHS1卒業生就職率 

 2001 2002 2003 2004 

就職率 99.1％ 98.5％ 87.7％ 95％ 

就職数 113 237 114 187 

調査人数 114 204 130 196 

卒業人数 794 978 1,616 2,080 
（CTHS1資料） 

 

 ２－６－２ 上位目標の達成度 

本プロジェクトでは上位目標が２つ設定されている。「CTHS1がベトナムにおいて道路建設技
術者養成のモデル校になる」については、現在、既にプロジェクトで作成された教材がMOT傘
下29校及びその他10校で使用されている。また、MOTとGDVTはCTHS1を当該訓練分野におけ
る主要校と位置づけており、プロジェクトでは、GDVTの要請に応じて全国標準カリキュラム
（案）を作成し、提出している。カリキュラムはまだ承認されていないが、今後カリキュラム

の承認と合わせて上位目標に至るその他の外部条件が満たされれば、このカリキュラムに沿っ

て改訂される教材が他の学校で使用されることになり、この上位目標の達成の可能性は高いと

考えられる。 

もう一つの上位目標である「ベトナム国の道路建設技術者の技能が向上する」については、

対応する指標である「４級資格をもつ道路建設技術者数の推移」及び「道路建設技術者数の推

移」は、統計データが整備されておらず、MOTに情報依頼中であるが調査期間中に把握が困難
であった。そのため、把握可能な代表的データとして、公共事業公団（Civil Engineering 
Construction Corporation：CIENCO）No.1,4,5,6,8の資格保有技術者（ワーカー）数の推移を把握
した。2000年には15,475名であったが、2005年６月現在で32,842名と２倍以上の増加であった。
MOTとの面談により、傘下の訓練校の受講生が増加傾向であること、及びベトナム経済の近年
の高い成長率を考えれば、業界全体としても資格保持技術者は増加傾向にあるものと考えられ

る。 
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第３章 評価結果 
 

３－１ 評価結果の総括 

本プロジェクトは概ね成功裏に実施され、プロジェクト目的は基本的に達成されていると考え

られる。 

本プロジェクトは、ベトナムの開発政策及び日本の援助政策と上位目標・プロジェクト目標と

の整合性があり、ベトナムのニーズとも合致しており、ターゲットグループ選定も適切であった

ことから、妥当性は高いと考えられる。 

前述のとおり、プロジェクト目標はPDMの指標から概ね達成されており、また５つの成果もそ
れぞれプロジェクト目標の達成に貢献していることから、有効性も高いと考えられる。 

効率性については、専門家の派遣時期など一部改善の余地があるものの、中古機械の導入によ

り早期訓練実施を実現するなど、効率性を確保するための工夫も見られ、投入は概ね適正であっ

たと考えられる。 

本プロジェクトは実施機関であるCTHS1内外において正のインパクトが見られている。特に、
「モデル校になる」という上位目標については達成の可能性が高く、達成されれば本プロジェク

トの効果が広く波及されることが期待できる。 

自立発展性については、組織面・財務面では一層の努力が必要であるが、技術面では既存の技

術・知識に限れば阻害要因は見当たらない。 

 

３－２ ５項目ごとの評価 

妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性という評価５項目による評価結果は次のと

おりである。 

 

 ３－２－１ 妥当性 

プロジェクト目標と上位目標は、ベトナムの開発政策「社会経済開発５カ年計画（2001-2005）」

に合致している。同計画では、インフラ整備・改善が主要項目の一つとして挙げられていると

ともに、教育・訓練セクターに関しては、工業化・近代化過程に必要となる人材の育成・改善

の推進の一環として、職業訓練教育制度を急速に発展させ、技能労働者に対して正規の訓練機

会を提供する学校制度を強化・広めること、職業訓練学校の入学者を年平均７～８％増加させ

る、としている。 

日本の開発援助政策との整合性も見られる。日本の「対ベトナム国別援助計画（2000年）」に

おいては、「人造り・制度造り」及び「電力・運輸等のインフラ整備」が重点分野となっている。

また、「対ベトナム国別援助計画（2004年４月）」においても、「成長促進」が対ベトナム援助の

重点分野の一つとなっており、経済インフラ整備・成長を支える人材育成という観点から技能

訓練の普及が重点事項となっている。 

プロジェクト目標はベトナムのニーズにも合致していたと考えられる。MOTは2000～2005年
の交通建設部門の平均年間人材育成計画として、年5,000人のワーカー育成を計画しているが、
同国の主要道路建設技術者の育成機関であるCTHS1においては、企業のニーズに合った人材育
成を行うため、機材の老朽化・不足への対応やテキストなど指導内容の改善を必要としていた。 

また、プロジェクト目標は、ターゲットグループである道路建設技術者のニーズにも合致し
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ていたと考えられる。卒業生を雇用している企業は、CTHS1が企業のニーズに合った人材を育
成しているとして高い評価を示しており（「２－６－１ プロジェクト目標の達成度」参照）、

また既存訓練生へのアンケート（オペレーターアップグレード、メカニックアップグレード、

道路材料試験アドバンス・プレサービス在籍生対象）によれば、訓練プログラムの満足度につ

いて47％の回答者が「90％以上」、43％の回答者が「70％以上」と全体的に高い満足度が示され

ており、在籍生のニーズとの整合性も確認された。 

ターゲットグループの選定についても、「2020年に向けたベトナム通信・運輸開発戦略」にお

いて、同分野の人材育成について「職業技能・能力向上を目的とした、管理職及び技術者に対

する訓練・再訓練プログラムの実施」、及び「訓練の形態の多様化（短期、長期、在宅、海外な

ど）」が掲げられていることから、適切であったと考えられる。 

 

 ３－２－２ 有効性 

上記、「２－６－１ プロジェクト目標の達成度」のとおり、再訓練コース修了者及び一般訓

練コースの４級取得者は目標値を達成しており、道路材料試験コースは適切に実施されており、

CTHS1の訓練能力についての関連外部機関による評価も高く、（就職数の把握はできていない
が）就職率も改善が見られることから、本プロジェクトの目標である「CTHS1の訓練能力が向
上する」は概ね達成されていると考えられる。 

本プロジェクトで設定された１から５までの成果はすべてプロジェクト目標に貢献している

と考えられる。供与された機材は訓練に活用され、適切に維持・管理されている。再訓練コー

スのカリキュラム等が整備され、オペレーターコースとメカニックコースについては再訓練コ

ースが実施されている。一般訓練コースのオペレーターコースとメカニックコースについては、

受講生の４級取得が可能となっていると同時に、道路材料試験コースについてはアドバンスコ

ースのほか、従来外部に委託していた部分（室内道路材料試験）の研修が実施可能となってい

る。C/Pの訓練企画・運営能力が高まり、本プロジェクトで整備された機材や教材などの効果的
な活用が可能になっている。さらに学校の運営・管理能力がプロジェクト開始前と比べ高まっ

ている。これらの成果はすべてプロジェクト目標であるCTHS1の訓練能力の向上に寄与してお
り、これらの点から本プロジェクトの有効性は高いものと判断可能である。 

 

 ３－２－３ 効率性 

日本側からの専門家派遣については、派遣のタイミングの不適正による問題が指摘されてい

る。最初の２年間、オペレーター担当の専門家が派遣されていなかったため、チーフアドバイ

ザーが兼務となり、予定業務への取り組みの遅れが生じている。また、2003年の業務調整員交

代時には、前任の離職と後任の着任の間に２ヶ月の空白が生じたため、その間、他の専門家が

兼務することとなり、予定業務に遅れをきたしており、これらの点では改善の余地があったと

考えられる。機材供与については、終了時評価時点までで概ね終了している。特に、プロジェ

クト開始から間もなく、追加的に中古機材の導入が認められたことにより、機材の現地調達を

行いプロジェクト開始４ヶ月後には訓練開始が可能になった。また中古機械を活用した訓練は、

現場で発生する故障と同じ故障の修理を実習で体験可能なため、訓練内容から見ても効果的で

あったと考えられる。また、研修員受け入れについては、中間評価時に新しい成果が追加とな

り、それに伴う受け入れなどもあり、当初計画（20名）より増員（28名）となったが、特にC/P
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の知識習得などの面で効果があり、概ね適正に実施されたと考えられる。 

ベトナム側C/Pについては、一部C/Pの交代があったのみで、概ね同じC/Pがプロジェクト期間
を通して配置された。道路材料試験のC/P２名が中間評価実施後（2003年）に離任し、１名が新
たに配置されている。また、中間評価実施後、新たに追加された成果に対してもC/P６名（うち
チーフC/Pの兼任有り）が配置されている。専門分野という観点では、道路材料試験のC/Pにつ
いてはCTHS1においてプロジェクト実施以前に指導していなかった分野だったため、必ずしも
適切とは言いがたいが、同校が初めて取り組む分野としてはやむを得ないことと判断される。 

 

 ３－２－４ インパクト 

終了時評価時点では、CTHS1内外で正のインパクトが見られている。CTHS1内でのインパク
トとしては、C/Pから他の講師への知識の普及や、既存一般訓練コースでの新機材活用などが行
われている。本プロジェクトによって、CTHS1の知名度が上がり、入学生が増加した。この生
徒数増加は、教材・教員が不足し訓練の質が低下する要因として懸念されたが、実際のコース

運営で負の影響は生じなかった。 

CTHS1外へのインパクトとしては、上位目標の一つ「TTPS1（CTHS1）がベトナムにおいて道
路建設技術者養成のモデル校になる」について、達成の見込みが高いと考えられる。現在、MOT
傘下29校とその他10校において、CTHS1で作成した教材などが既に使用されており、さらに現
在GDVTの要請に応じてプロジェクトで作成した全国標準カリキュラム（案）が2003年GDVTに
提出されている。今後必要な要件を満足させてGDVTによりこのカリキュラムが承認されるなど
上位目標に至る外部条件が満たされ、このカリキュラムに沿って改訂される教材が他校で使用

されれば、「モデル校になる」という上位目標が達成される可能性は高い。 

    

プロジェクト目標から上位目標に至る外部条件には、①MOT及びGDVTがCTHS1に対する政
策を変更しない、②他の道路建設職業訓練校が訓練を続ける、③国家カリキュラム評価委員会

によってプロジェクトが作成・提出したカリキュラム（案）が承認される、④MOTとGDVTが
新カリキュラムに沿ってCTHS1が開発する教材の普及を支援する、⑤MOTとGDVTが改正教育
法1に沿って、CTHS1の提言に基づき資格制度を改善する、という５つがある。 
まず①については、MOTもGDVTもCTHS1に対する、当該分野の主要校という位置づけは継

続するものと見込まれる。②については、MOTによれば同省傘下の職業訓練学校全体の訓練人
数も増加傾向であることから、満たされる可能性は高い。③については、本プロジェクトです

でにGDVTの要請に応じ、全国標準カリキュラム（案）を作成、GDVTに提出しており、今後、
承認に必要な追加的要件を満たす必要があるため、GDVT･プロジェクト間で協議が行われる予
定である。④CTHS1は主要校と位置づけられていることから、カリキュラムの承認が得られれ
ば、満たされる可能性は高いと考えられる。⑤具体的な取り組みは改正教育法の施行細則が制

定されてからであるが、GDVTでは、現在資格制度改善に向けた検討が行われている。 

                                            
1 教育法の改正について：教育法は2005年５月に改正され、2006年１月１日より施行予定。この改正教育法によれば、職業訓練は今
後「半熟練」「熟練」「ハイレベル熟練」の３段階の制度が導入される見込みである。これまでベトナムでは、旧ソ連のシステムで
ある７段階の資格制度が使用されてきたが、今後この分野での労働輸出を促進するため、世界的に通用する資格制度を導入しよう
との考えが背景にある。改正教育法の施行細則がまだ策定されていないため具体的な内容は明らかではないが、教育訓練省の管轄
下にあるアカデミックなカレッジと並行して、労働傷病兵社会問題省（MOLISA）管轄下に職業カレッジが新設可能になるとのこと
であり、MOT及びGDVTからは、道路建設技術者育成分野ではCTHS1が将来的（MOT及びCTHS1によれば2010年、GDVTによれば
2007年以降）にはカレッジに昇格し、前述の３レベルすべてを訓練可能な機関になるという方向性が示されている。 
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以上のとおり、外部条件については、特に改正教育法が2006年１月に施行されるため、今後

引き続き動向を把握していく必要があるが、今次調査によれば、これらの外部条件は概ね満た

される方向に進んでいると考えることができる。 

 

 ３－２－５ 自立発展性 

政策面では、MOT、GDVTともに、CTHS1を道路建設技術者養成分野における主要職業訓練
校と位置づけ、同校に対する継続支援を表明している。また、MOTからは財政面での支援継続
も表明されている。組織面では、CTHS1には過去35年の運営経験があることに加え、本プロジ
ェクトの支援により機材・設備、教材、人材が備わり、さらに成果５を達成するための活動を

通して学校運営・管理能力は向上してきているが、今後はさらに企業のニーズ把握、企業との

関係強化など広報活動において更に積極的な取り組みが必要である。 

    

財政面では、特に機材の修理・部品代の確保が重要である。これまで、本プロジェクトでは

CTHS1側も修理費や一定の部品代を負担してきており、例えば2004年の収入25,111百万VNDに
対して約11％（2,692百万VND）が機材修理・部品購入費に充てられていた。今後の収支計画に
おいてもCTHS1は一定の予算を機材修理・部品購入費として計上しており、2006年では収入
13,256百万VNDに対し、約15％の2,046VNDを見込んでいる。同校に対してはMOTより財政的な
支援が表明されており、また同校への入学希望者が多く計画している人数の生徒の確保は可能

と考えられることから、計上されている部分については確保される可能性は高いと考えられる。

しかし、これまで主要な部品の大部分は日本側が購入してきており、今後の故障等により、こ

うした部品購入が必要になる時に備えて、OJT（On-the-Job Training：職場内職業訓練）の機会
を増加させ独自の財源を安定的に確保することも含め、MOTの協力も得ながら、将来必要とな
る管理・保守費用捻出に備えていく必要がある。 

    

技術面では、C/Pは地域に密着しており、他校への転職の可能性が低いことなどからC/Pに移
転した技術の定着度は高いと考えられる。移転した技術普及の仕組みが、正式な形であるわけ

ではないが、実際、C/PからC/P以外の講師にも新しい知識・技術の普及が行われている。また、
機材管理についても、既存の機材については既に維持・管理業務をC/Pがプロジェクト内で実施
している。これらの点から、今回導入された知識・技術に関して、技術面での自立発展性の阻

害要因は見当たらない。 

 

３－３ 結 論 

本プロジェクトは、概ね成功裏に実行され、基本的にその目標を達成したと考えられる。プロ

ジェクトの実施途中では外部環境の変化などにより活動内容の変更なども行われたが、最終的に

CTHS1のオペレーター、メカニック、道路材料試験の各分野での訓練能力は向上したことが確認
されている。特に、CTHS1で育成された技術者が、今回調査対象雇用企業及び上位政府関連機関
によって高く評価されていることから、同校は企業のニーズに合った人材育成が可能となってい

ると考えられる。 
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第４章 提言と教訓 
 

４－１ 提 言 

（１）国家標準カリキュラム 

上記（「３－２－４ インパクト」の項）のとおり、プロジェクトで作成・提出した「全国

標準カリキュラム」（案）が承認されれば、当該カリキュラムに沿って改訂される教材が他の

学校で使用されることになり、プロジェクトの効果が全国的に広まることになる。GDVTの承
認プロセスを促進するため、CTHS1としては、同局と協議の上、必要な要件を満たすための
追加書類を一日も早く作成・提出し、当該カリキュラムに沿った教材の改訂及びその普及を

推進する必要がある。 

 

（２）道路建設技術者資格制度 

資格制度改善については本プロジェクトで提言を行ってきているが、2006年１月より施行

される「新教育法」によれば、職業訓練は半熟練、熟練、ハイレベル熟練の３つにレベル分

けされることになる。GDVTでは、これらのレベルについての資格制度を導入する予定である
ため、今後、GDVT、MOTとCTHS1で資格制度の基本的な考え方を明確にし、道路建設分野
での資格制度構築へのロードマップを策定することが望ましい。 

 

（３）CTHS1の今後の計画 
CTHS1は、2005年より職業訓練コースに加え、新たに工業高校コースを併設する。また、

将来的には技術カレッジ(technical college)の開設も計画している。ベトナム政府としては、
CTHS1はこの分野の人材育成モデル機関として、上級レベルのワーカー育成も実施すべきと
の考えであるが、今般の教育法の改正もあり、また、学校側で実際に対応可能な体制整備の

点からも、十分な検討を行う必要がある。改正教育法の施行細則が策定され次第、CTHS1の
今後の体制についての基本的な計画を、ベトナム側として合意しておくことが望ましい。 

 

（４）学校運営の改善 

学校運営については、プロジェクト実施により向上してきているものの、特に、企業のニ

ーズ把握改善（ニーズ調査結果の文書化・記録も含む）、卒業生の就職先把握、より積極的な

広報活動などの面で、さらに学校運営・訓練企画能力の面で改善されることが望ましい。 

 

（５）機材の維持・管理 

CTHS1は、プロジェクト実施を通じて、データベース構築等による機材管理のシステムを
概ね構築し、また、維持・管理費用の負担もある程度行われている。しかし、プロジェクト

完了後は、毎年見込まれる維持・管理費用計上に加え、MOTの支援も得て、追加的に必要と
なる修理・部品費用のための予算を確保する必要がある。 
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４－２ 教 訓 

（１）専門家とC/Pの信頼関係の構築・維持 
本プロジェクトでは、専門家・C/P双方が両者間の信頼関係の構築・維持を重視しており、

これがプロジェクト成功の要因であったと考えられる。特に、専門家の側からは、日本のや

り方を押しつけず、ベトナムの政治・社会・文化的背景を理解した上で、ベトナムのやり方、

既存の知識・技術などを尊重し、それらを「活かす」という視点でのアドバイス、技術移転

が行われたことは、ベトナム側C/Pの信頼を得て、協働作業を進めていく上で有効であったと
考えられる。 

 

（２）機材供与の管理体制の確立 

プロジェクトでは、中古機械を含め供与した機材がプロジェクト実施後も適切に維持・管

理され、有効に活用されるため、メンテナンス方法の充実が図られてきた。メーカー別・モ

デル別に機械の状態をチェックするためのチェックシートが作成・導入され、定期的に機械

の検査やオイル交換などのメンテナンスがC/Pによって実施されている。また、日本人専門家
が全教官を対象にセミナーを実施すると同時に、メンテナンス・コンテストを実施したこと

により、メンテナンスの重要性についての認識が深められた。こうした取り組みは、プロジ

ェクト終了後に機材供与の管理体制を確立する上でも有効であると考えられる。 
 



付 属 資 料 

 

１．ミニッツ 

 

２．コース実施と機材供与のタイミング 

 

３．在籍生アンケート結果 
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機器

部品
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２．コース実施と機材供与のタイミング
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